工事・維持管理一体発注（プラント電気通信・メール）
別紙２

入札公告　
　次のとおり総合評価一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の６の規定により公告する。

　入札参加者は、この「公告」のほか、「大阪府都市整備部（住宅建築局を除く。）総合評価一般競争入札（工事・維持管理一体発注方式）共通入札説明書」（以下「共通入札説明書」と　いう。）及び「「大阪府都市整備部（住宅建築局を除く。）総合評価一般競争入札（工事・維持管理一体発注方式）入札心得」（以下「入札心得」という。）の内容を遵守するとともに、契約締結に必要な条件を熟知のうえ、入札を行うこと。

令和７年７月２５日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府西大阪治水事務所長　川上　卓　
記

１　発注の内容

	発注年度
	令和７年度

	案件名称
	１．一級河川　木津川外　水門遠隔監視操作システム機能高度化工事
２．一級河川　木津川外　水門遠隔監視操作システム点検整備業務

	発注事務所
	都市整備部　西大阪治水事務所

	受注希望工種
	対象外

	工事種別　
	プラント電気通信設備工事

	工事場所（履行場所）
	大阪市西区江之子島二丁目地内外

	工　　　期（履行期間）
	１．工事：令和１０年５月３１日まで
２．業務：令和１０年６月１日から　令和１８年５月３１日まで

	工事概要（業務概要）
	１．工事
水門遠隔監視操作システム   一式

製作・据付・調整  　　　　　　　　一式
２．業務
電気通信設備保守点検　　　　　一式

	総合評価/最低制限価格制度／低入札価格調査制度の採用
	総合評価（技術審査型）
低入札価格調査制度（失格基準価格設定）（工事）

	予定価格、低入札価格調査基準価格及び失格基準価格の公表
	予定価格＝１，９３４，８５７，０００円
１．工事内訳価格
予定価格＝１，８２１，１９４，０００円
低入札価格調査基準価格＝１，６６４，９８４，０００円
失格基準価格＝１，４８６，６７６，０００円

２．業務内訳価格
予定価格＝１１３，６６３，０００円
※価格は全て消費税及び地方消費税相当額を除く

	支払い条件
	前　払　金
	１．工事
契約金額の４０％　（１０万円未満切り捨て）
２．業務
対象外

	
	中間前払金
	１．工事
契約金額の２０％　（１０万円未満切り捨て）

ただし、部分払を選択した場合は、なし。

２．業務
対象外

	
	部　分　払
	１．工事
令和７年度　０回 、 令和８年度　４回、 令和９年度　４回、　令和10年度　０回
ただし、中間前払金を選択した場合は、
令和７年度　０回　、　令和８年度　１回 、 令和９年度　１回、　令和10年度　０回
２．業務
各年度１回払い

	
	支払限度額割合
	１．工事
令和７年度　０％ 、 令和８年度　約35％ 、 令和９年度　約51％　、　令和10年度　約14％　
２．業務
令和７年度　０％　、　令和８年度　０％　、　令和９年度　０％

令和10年度　約12％　、　令和11年度　約13％　、　令和12年度　約12％
令和13年度　約12％　、　令和14年度　約12％　、　令和15年度　約12％
令和16年度　約12％　、　令和17年度　約12％　、　令和18年度　約３％


	議会の議決（工事）
	対象【大阪府議会の議決を得るまでは仮契約とし、議決がなされた後、本契約となる。】

	業務不適合責任期間
	１．工事：２年
２．業務：対象外

	必要な火災保険等
	１．工事：組立保険
２．業務：無し

	建設リサイクル法
	１．工事：対象
２．業務：対象外

	職員数の現況調査
	対象　　　　　共通入札説明書　２９　参照

	契約後VE
	対象外

	週休２日工事
	週休２日工事対象（発注者指定方式）　
※詳細は「大阪府 都市整備部「週休２日工事」実施要領」を参照。
https://www.pref.osaka.lg.jp/jigyokanri/giken/4syu8kyu_kouji.html

	 発注方式
	工事・維持管理一体発注方式
※「プラント設備における工事・維持管理一体発注方式の試行実施について」を参照
https://www.pref.osaka.lg.jp/o130030/jigyokanri/nyusatsu/kouji-iji-top.html


２　発注スケジュール等
	入札説明書等交付
	交付
	令和７年７月２５日（金）から

	予定価格等の公表
	公表時期
	

	入札説明書等に対する

質問及び回答
	質問期間
	令和７年７月２５日（金）午前１０時 から 同年８月７日（木）午後４時まで

	
	提出方法
	『入札説明書等に対する質問書』（別紙様式７－１）に質問事項を記載の上、電子メールにより送信する。
送信先　nishiosakachisui-g01@sbox.pref.osaka.lg.jp

	
	最終回答日
	令和７年８月８日（金）

	入札参加申込及び入札参加申込書の提出
	申込期間
	令和７年７月２５日（金）午前１０時 から 同年８月８日（金）午後４時まで

	
	提 出 方 法
	電子メール
・提出する資料は、文書加工できないようPDFとする
・提出後、必ず電話等で到着確認（開封確認を含む。）を行うこと。
送信先　nishiosakachisui-g01@sbox.pref.osaka.lg.jp

	理由請求(参加資格なし)
	請求期限
	『理由書（別紙様式６）』に記載されています。

	技術審査資料作成要領及び設計図書等の交付
	交付期間
	令和７年７月２５日（金）午前１０時 から 同年９月９日（火）午後４時まで
※休日等を除く。

	技術審査資料に対する

質問及び回答
	質問期間
	令和７年７月２５日（金）午前１０時 から 同年８月２０日（水）午後４時まで

	
	提出方法
	『技術審査資料に対する質問書』（別紙様式７－３）に質問事項を記載の上、電子メールにより送信する。
送信先　nishiosakachisui-g01@sbox.pref.osaka.lg.jp

	
	最終回答日
	令和７年８月２２日（金）

	設計図書等に対する

質問及び回答
	質問期間
	令和７年７月２５日（金）午前１０時 から 同年９月１日（月）午後４時まで

	
	提出方法
	『設計図書等に対する質問書』（別紙様式７－２）に質問事項を記載の上、電子メールにより送信する。
送信先　nishiosakachisui-g01@sbox.pref.osaka.lg.jp

	
	最終回答日
	令和７年９月５日（金）

	技術審査資料の提出
	提出日
（配達日）
	令和７年８月２７日（水）
提出先は、「５　技術審査資料提出先」に示す「提出先」です。

	入札書の提出及び開札
	提出期間
	令和７年９月１０日（水）午前１０時から午後４時まで

	
	提出方法
	電子メール
・提出する資料は、文書加工できないようPDFとする
・提出後、必ず電話等で到着確認（開封確認を含む。）を行うこと。
送信先　nishiosakachisui-g01@sbox.pref.osaka.lg.jp

	
	開札日時
	令和７年９月１１日（木）午前１０時

	入札結果の公表
	公表時期
	入札結果の公表は落札者決定後に行います。

※電話などによる入札結果の問合せには一切お答えできません。

	 落札候補者の提出書類
	提出期限
	落札候補者のみ大阪府西大阪治水事務所から落札候補者である旨の連絡を受けた日の翌日午後５時まで（休日等を除く。）
※落札候補者については西大阪治水事務所から連絡します。



	（「３．入札参加資格」に掲げる登録業種の２．業務「水門等施設保守点検（種目コード０８３）」に登録がない場合）
令和７・８・９年度大阪府物品・委託役務関係競争入札参加資格登録者名簿への
新規又は追加の登録申請
	申請期限
	令和７年７月２９日（火）午後４時まで
上記期限までに、電子申請及び添付書類に不備のないことが必要です。不備があった場合は上記期限までにその補正を完了すること。

	
	申請方法等
	ア　資格審査に関する問合せ先

〒540-8570　大阪市中央区大手前二丁目

大阪府総務部契約局総務委託物品課
総務・資格審査グループ　（TEL (06)6944-6644）

イ　申請の方法

システムにおいて、必要な事項を入力し、
添付書類を登録して送信する。

ウ　その他

詳細は、システムの説明による。


３　入札参加資格
　入札参加者は下記項目をすべて満たしていること。

	共通入札説明書で
示す参加資格
	すべて満たしていること。

	登録業種
	１．工事：「電気通信工事」
２．業務：「水門等施設保守点検（種目コード０８３）」

	参加可能
対象者等
	単　体
	以下の要件をすべて満たしていること

１．工事
府内業者（建設業法上の主たる営業所の所在地が大阪府内にある者をいう。）

：入札参加資格「電気通信工事」の総合点数が７４０点以上のもの

府外業者（建設業法上の主たる営業所の所在地が大阪府外にある者をいう。）

：入札参加資格「電気通信工事」の総合点数が８４０点以上のもの
２．業務

令和７・８・９年度大阪府物品委託役務関係競争入札参加資格者名簿において
「水門施設等保守点検（種目コード０８３）」に登録されている者であること

	
	業務分担により入札参加する者
	以下の要件のいずれかを満たしていること

１．工事
府内業者（建設業法上の主たる営業所の所在地が大阪府内にある者をいう。）

：入札参加資格「電気通信工事」の総合点数が７４０点以上のもの

府外業者（建設業法上の主たる営業所の所在地が大阪府外にある者をいう。）

：入札参加資格「電気通信工事」の総合点数が８４０点以上のもの
２．業務

令和７・８・９年度大阪府物品委託役務関係競争入札参加資格者名簿において
「水門等施設保守点検（種目コード０８３）」に登録されている者であること
ただし、業務分担により入札参加する者がそれぞれ担当する工事又は業務に応じた登録をされていること。

	業務分担による入札参加条件
	工事事業者が自ら施工した設備の点検業務等を関係会社等に業務移管し、業務分担により入札参加する者は、次の（１）から（６）の条件をすべて満たすこと。
（１）建設工事を担当する企業と業務を担当する企業の二つの企業によるものとする。

（２）それぞれ単体企業とする。
（３）本案件の入札に単体企業として参加する者でないこと。
（４）本案件の入札に参加する、他の業務分担による入札参加者の構成員でないこと。

（５）建設工事を担当する企業は入札参加資格に示す工事に係る要件をすべて満たし、業務を   担当する企業は入札参加資格に示す業務に係る要件をすべて満たしていること。
（６）工事事業者が保有する設備の技術情報等を移管していることがわかる書類を業務分担申告書
とともに提出すること。

	建設業法の業種
及び許可の種類
	１．工事
「電気通信工事」の「特定建設業」の許可を有していること。

２．業務
設定なし

	配置技術者
（主任技術者・
監理技術者）
	１．工事
「電気通信工事」について、監理技術者資格者証を有する監理技術者を専任で配置できる者であること。ただし、工場製作を含む場合、工場製作のみで現場が稼働していない期間については、監理技術者の専任配置を要しない。
※監理技術者、主任技術者の雇用条件
契約金額４，５００万円以上・・・入札参加申請時点において直接的な雇用関係を有しており、その雇用期間が３ヶ月以上であること。
契約金額４，５００万円未満・・・入札参加申請時点において直接的な雇用関係を有すること。
※建設業法第２６条第３項第２号の規定の適用を受ける監理技術者（専任特例２号）を配置する場合は、監理技術者を補佐する者（監理技術者補佐）を専任で配置すること。
２．業務
設定なし

	配置技術者

（システム
設計技術者）
	１．工事
以下の要件をすべて満たしているシステム設計技術者（※）を配置できる者であること。

（※）システム設計技術者とは、契約工期を通して、当該工事における機器単体及びプラントシステムの機能確保のためのシステム設計管理（※※）業務を行う責任者である。

（※※）システム設計管理とは、一連の機器がシステムとしての機能を適正に発揮するため、　設計図、設計計算、製作仕様、試運転等の確認及び個別装置の設計検証、性能検証等を行うことをいう。

(１)　システム設計技術者は、設計業務に従事している者とする。

(２)　システム設計技術者は、「電気通信工事」について、建設業法第２６条に定める主任技術者となるために必要な要件を満たす者又は設計業務の実務経験を有する者（※）とする。

（※）設計業務の実務経験を有する者とは、大学、高等専門学校の指定学科卒業後では３年以上、高等学校の指定学科卒業後では５年以上、その他は１０年以上の経験年数を有する者とする。

(３)　システム設計技術者は、当該工事の現場代理人又は配置技術者（主任技術者・監理技術者）と兼任できないものとする。

ただし、工場製作を含む場合、工場製作のみで現場が稼働していない期間については、システム設計技術者は当該工事の現場代理人又は配置技術者（主任技術者・監理技術者）と兼任できる。

※システム設計技術者の雇用条件
契約金額４，５００万円以上・・・入札参加申請時点において直接的な雇用関係を有しており、その雇用期間が３ヶ月以上であること。
契約金額４，５００万円未満・・・入札参加申請時点において直接的な雇用関係を有すること。

２．業務
設定なし

	工事成績点
	１．工事

令和６年度中に完成検査を受けた都市整備部（住宅建築局を除く。）、大阪港湾局（計画整備部計画課計画調整担当、同部振興課利用促進担当及び泉州港湾・海岸部）及び大阪都市計画局発注工事（以下「都市整備部等発注工事」という。）、６４点以下の工事成績点を取得していない者であること。
２．業務
設定なし

	施工実績等
	以下の１．工事および２．業務に記載する要件を満たしている者であること。

１．工事
平成２７年４月１日から入札参加申請期限までに元請として完成・引渡しが完了した、官公庁（※）における水門又は陸閘の遠隔監視操作設備の新規設置又は更新を含む施工実績を有する者であること。
ただし、コリンズ登録を行っている工事については、平成２２年４月１日から入札参加申請期限までの間に完成、引渡しが完了しているものも有効とする。
なお、単体企業の施工実績に限る。
※官公庁とは、国、地方公共団体、道路公社、住宅供給公社、土地開発公社、地方独立行政法人及び公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律施行令（平成１３年政令第３４号）第１条第１項各号に規定する法人をいう。
２．業務
設定なし


	経営事項審査の

審査基準日
	１．工事

「電気通信工事」について、建設業法第２７条の２３の規定による経営事項審査の審査基準日が　　　　令和６年２月１１日以後の日であること。

ただし、入札参加申込書の提出時点において当該要件を満たさない者については、当該要件を満たす経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書の写しを、落札候補者になった場合に限り、事後審査資料として提出すること。
２．業務
設定なし

	社会保険
	公告の日までに、雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）に基づく雇用保険、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険及び厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生　　年金保険に事業主として加入していること。ただし、各保険について法令で適用が除外されている　場合を除く。

	低入札価格調査における失格判定に関する事項
	本入札の公告日を起算日として過去３ヶ月間に、都市整備部等発注工事の一般競争入札に係る　低入札価格調査で失格判定（※）を受けていない者であること。

（※）大阪府総務部契約局低入札価格調査制度実施要綱（建設工事版）第８条第２項に規定する事前調査の実施による失格判定を含む。ただし、失格基準価格に係る失格判定を除く。


（注）表中、単体とは単体企業をいい、経常ＪＶとは経常建設共同企業体をいい、特定ＪＶとは特定建設工事共同企業
体をいい、組合とは官公需適格組合をいう。


４　低入札価格調査の「失格」となる基準について（工事のみ）
	失格となる判断基準

低入札価格調査において、下記事項に該当する場合は「失格」となります。

	
	事前調査について
	①一般管理費に、元請負者が見積もった工事原価の４％以上の金額が計上されていない。

	
	形式審査について
	①低入札価格調査資料（添付資料含む）が、全て整っていない。

②全次数の下請予定業者の見積書（添付資料含む）が、全て整っていない。
《注意事項：資料受付時に資料の確認を行わないので、欠落が無いよう十分確認すること。》

	
	調査の協力について
	①ヒアリングに応じない。

②調査時に、不誠実な言動がある。（回答済みの内容が変更される場合も含む。）

	
	設計数量、機器・材料の品質の確保について
	①設計図書で定める数量及び品質・規格を満足していない。

②機器、材料について、設計仕様に適合した品質、規格を満足していない。

③建設副産物の搬出予定地や処理体制等が設計仕様書等に合致していない。

	
	工程表について
	①指定した工期内に完成する工程表となっていない。

②提出された工程表について、的確な説明ができない。
③総合評価落札方式（技術提案型）の場合、その内容が工程表に反映されていない。

	
	積算内容について
	①工事費内訳書総括表及び内訳書に違算がある。
②金額が一括計上されているため、内容が確認できない。

③積算内訳が正しく記載されていない。

イ 内訳書の金額が工事費内訳書総括表に正しく反映されていない。
ロ 共通仮設費内訳書、現場管理費等内訳書、及び機器費内訳書の金額が内訳書に正しく反映されていない。

ハ 総合評価落札方式（技術提案型）の場合、その内容が内訳書に正しく反映されていない。

ニ 記載されているそれぞれの単価及び価格が、「低入札価格調査の調査内容」で規定している合理的かつ現実的なものでない。若しくは、確認できない。（過去の契約書の写しがすべて整っていない。）

④下請負者等の見積額が内訳書に正しく反映されていない。

《注意事項：内訳書には、必ず、下請け見積書に記載されている額と同額以上を計上すること。なお、下請負者等が見積書を提出後、元請負者と下請負者等の間で協議し、下請負者等が見積額の変更を認めた場合は、下請負者等が了解した旨が確認できる書類を調査資料提出時に添付すること。》

⑤労務単価が過去３ヶ月以内に支払った実績のある賃金額を下回っている。若しくは確認できない。又は、最低賃金を下回っている。

⑥自社従業員の雇用関係が確認できない。

⑦建設副産物について適正な処理費用が計上されていない。

⑧共通仮設費、現場管理費及び一般管理費等について、「調査内容」で規定している内容を　　満たしていない。

⑨内訳書が配付した金抜設計書の形式で作成されていない。

　 ※特殊な施工方法等で積算し契約上の施工方法等を規定しないもの、総合評価落札方式による技術提案によるものを除く。

⑩算出方法について的確に説明できない。

⑪機器費内訳書の単価について、機器単価内訳書又は製造会社の見積書により確認でき　　　ない。

⑫機器単価内訳書について、応札金額と販売実績価格の差異を的確に説明できない。

⑬機器単価内訳書の直接製作費について、材料費、工場労務費等必要となる費用が計上されていない。

⑭機器単価内訳書の間接製作費について、間接労務費及び工場管理費に必要となる経費が　計上されていない。

⑮機器単価内訳書の一般管理費等について、必要となる経費が計上されていない。

⑯取引予定業者からの聞き取りにより、積算内訳書記載価格がいわゆる「指し値」であるなど、不当に低額に設定されたことが明白である。

	
	法令違反や契約上の
基本事項について
	①下請負額 ５００万円以上の施工に係る下請け見積書を作成した下請負者が、建設業の許可を受けていない。

②その他法令違反と認められる。

	
	下請け見積書作成に
ついて
	①下請見積書が、材料費、人件費及び諸経費の内容が確認できない。

②工事内容（規模、数量等）に間違いがある。又は、確認できない。
③記載されているそれぞれの単価が、「調査内容」で規定している合理的かつ現実的なもので　ない。若しくは、確認できない。（過去の契約書の写しが全て整っていない。）

※施工に係る下請け見積書については、調査・審査の迅速化をはかるため、出来る限り配付　した見積参考資料により作成すること。

④必要とする諸経費が計上されていない。又は、確認できない。
※下請負者の諸経費とは、下請負者が配置する主任技術者等の給与・諸手当並びに下請負者が支出する現場経費及び本社経費をいう。

	
	その他
	1 「低入札価格調査の調査内容」で規定している条件を満足していない。又は、確認できない。


５　技術審査資料提出先
　技術審査資料を「入札公告」の「２　発注スケジュール等」に示す日に必着となるよう下記提出先に郵送してください。これ以外の日に到着した技術審査資料は無効となりますので、注意してください。
	提出先
	〒５４０－８５７０　大阪市中央区大手前２丁目
大阪府都市整備部事業調整室技術管理課
設備指導グループ

電話番号　０６－６９４４－６７７４
	送付にあたっては、提出日（配達）を指定でき、かつ、書留郵便等により配達記録が残る方法を用いてください。また、封筒には『技術審査審査資料在中』と記載し、「提出日（配達日）」、「工事名称」、「工事名称」、「会社名」、「担当者名」を明記してくだい。




【　交付書類一覧表　】

	
	書類名称
	交付方法
	ファイル形式

	入札公告等
	①入札公告
	ホームページから
ダウンロード
	Microsoft Word

	
	②共通入札説明書
	
	Adobe Acrobat

PDF

	
	③総合評価一般競争入札（工事・維持管理一体）参加申込書
	
	Microsoft Word

	
	④業務分担申告書、委任状（業務分担用）
	
	

	
	⑤配付書類
・配置技術者調書

・監理技術者等の専任性の確認調書

・工事施工実績調書
・契約（取引）実績調書
・契約（取引）実績に係る証明書
・中間前金払と部分払との選択に係る届出書

・社会保険等に関する誓約書
・専任特例２号の配置に関する届出書
・配置技術者名簿（監理技術者補佐）
	
	

	
	⑥誓約書
	
	Adobe Acrobat

PDF 

	
	⑦入札公告等に関する質問書
	
	Microsoft Excel 

	
	⑧電子契約同意書兼メールアドレス確認書
	
	

	設計図書等
	①契約関係書類
・契約書（案）

・入札心得

・経営事項審査と入札参加資格について

・口座情報の登録について
・職員数の現況調査書
・大阪府暴力団排除条例に基づく公共工事等からの暴力団の排除に係る措置に関する規則の施行に伴う事業者からの「誓約書」の提出について
・ハートフル条例に基づく障がい者雇用状況報告の提出について
・建設リサイクル法に係る説明書、別表１～３
	発注事務所で資格有の入札参加資格確認書の交付を受けた者に対して電子メールにより交付
	Adobe Acrobat 
PDF 

※積算書のみ

Microsoft Excel

	
	②設計図書類（工事内容により異なります）

・設計書（表紙）
・数量総括表

・特記仕様書
・産業廃棄物の処理に関する特記仕様書

・工事図面
	
	

	
	③見積参考資料
・積算書
・積算条件明示事項
・参考図
	
	

	
	④内訳書様式

・工事費内訳書
・業務費内訳書
・維持管理業務年度内訳書
	
	Microsoft Excel

	
	⑤低入札価格調査制度に係る調査資料

・様式

・低入札価格調査の内容
	
	

	
	⑥設計図書等に関する質問書
	
	

	
	⑦技術審査資料に関する質問書
	
	

	
	⑧技術審査資料作成要領及び技術審査資料（様式）
	
	Microsoft Word

	入札書等
	入札書、委任状
	
	Adobe Acrobat 

PDF


※大阪府総務部契約局低入札価格調査制度実施要綱（建設工事版）第８条第２項に規定する事前調査を行う案件においては、工事費内訳書を低入札調査資料として取扱います。訂正、変更、差替え又は再提出は一切できませんので、ご注意ください。詳しくは下記ＵＲＬをご覧ください。

https://www.pref.osaka.lg.jp/o040100/keiyaku_2/e-nyuusatsu/e-youkou.html
※見積参考資料は、あくまでも入札参加業者の適正・迅速な見積りに供するため、参考に示した一資料にすぎず、何ら契約上の拘束力を生じるものではありません。このため、施工方法等工事目的物を完成するために必要な一切の手段については、設計図書に特別な定めがなければ受注者がその責任において定めるものとします。工事の実施に当たってはこの趣旨を十分理解し、事故発生等を招かないよう、その防止措置に留意して下さい。

【　提出書類一覧表　】

１．入札参加申込時に提出するもの
	書類等名称
	備考

	・総合評価一般競争入札（工事・維持管理一体）参加申込書
	

	・業務分担申告書、委任状（業務分担用）　
	業務分担により入札参加する場合に必ず提出してください。


２．入札参加者の提出書類（別途提出する書類）
	書類等名称
	備考

	・技術審査資料（表紙、添付書類含む）
	技術審査資料作成要領を参照してください。

※技術審査資料作成要領において、「必須」と指定された資料の提出が無い場合には、技術審査資料が無効となりますので注意ください。


３．入札時に提出するもの
	書類等名称
	備考

	・入札書、委任状
	

	・内訳書類
　（工事費内訳書、業務費内訳書）
	


４．落札候補者の提出書類
単体企業で落札候補者となった企業は、全ての書類を提出すること。業務分担による入札参加で落札候補者となった企業は、建設工事を担当する企業が【工事】と記載のある書類を、業務を担当する企業が【業務】と記載のある書類をそれぞれ提出すること。

	書類名称
	備考

	配置技術者調書
【工事】
	第２号様式　（　配置技術者（監理技術者・主任技術者））

	
	第３号様式　（　配置技術者（システム設計技術者））

	
	第４号様式　（　配置技術者（現場代理人、担当技術者））
※総合評価落札方式にて、若手技術者、女性技術者の配置を申請した場合に必要です。

	配置技術者の照合が可能な書類

（写し）
【工事】
	(1)資格を確認する書類

  ①監理技術者の場合

監理技術者資格者証、監理技術者講習修了証

②主任技術者の場合
技術検定合格証明書等（実務経験によるものは経歴書）
（監理技術者資格者証を有する者は、①と同じ。）
③監理技術者補佐（建設業法第２６条第３項第２号に規定する者）の場合
監理技術者資格を有する証
一級施工管理技士補は、上記②に加え、一級第一次試験合格証明書
※建設業法第２７条の規定に基づく技術検定種目は、専任特例２号に求める技術検定種目と同じであること。
④システム設計技術者の場合

技術検定合格証明書等（実務経験によるものは経歴書）
（監理技術者資格者証を有する者は、①と同じ。）

システム設計技術者が所属する部署の位置づけを示す社内組織表及び所属する部署が設計部門であることが確認できる書類

(2) ３ヶ月以上の雇用関係を確認する書類

雇用関係証明書類

※監理技術者資格者証で雇用関係が確認できる場合は提出不要です。

※雇用関係証明書類とは、健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書、住民税特別徴収税額の通知書・変更通知書、その他雇用関係を証明できる書類のうちいずれかの書類とします。
※健康保険被保険者証及び後期高齢者医療被保険者証については、有効期限前のものに限り、令和７年12月１日まで、その他雇用関係を証明できる書類として認めます。
※雇用関係証明書類の提出の際には、以下の項目に該当するものについてマスキングを施してください。
書類

マスキング項目

健康保険被保険者証

・保険者番号
・被保険者等記号・番号

健康保険・厚生年金被保険者標準報酬決定通知書

・被保険者整理番号
・基礎年金番号

※雇用関係証明書類にQRコードがある場合について、そのQRコードを読み取ると保険者番号等がわかるものについても、同様にマスキングを施してください。
※すべての配置技術者（監理技術者、主任技術者、システム設計技術者）について必要です。ただし、契約金額４，５００万円未満の場合は提出不要です。
以上により、確認できない場合は、以下のうち、証明できる書類を提出すること
（1）当該事業所名記載の前年分の源泉徴収票
（2）登記事項証明書の役員名簿欄（監査役は除く）
（3）雇用保険被保険者証・資格取得等確認通知書
（4）その他証明できるもの
(３)直接の雇用関係を確認できる書類

現場代理人、担当技術者

※総合評価落札方式にて、若手技術者、女性技術者の配置を申請した場合に必要です。

	監理技術者等の専任性の確認調書
【工事】
	別紙様式

ただし、契約金額４，５００万円未満の場合は提出不要です。

	専任技術者等の確認ができる書類
（写し）
【工事】
	建設業許可の申請・変更等の届出時の下記書類
・「経営業務の管理責任者証明書（様式第７号）」の副本

・「専任技術者一覧表（様式第１号別紙４）」の副本
ただし、契約金額４，５００万円未満の場合は提出不要です。

	専任特例２号の配置に関する届出書
【工事】
	専任特例２号を配置する場合は提出してください。

	配置技術者名簿（監理技術者補佐）
【工事】
	専任特例２号を配置する場合は提出してください。

	主任技術者経歴書
【工事】
	専任特例２号を配置する場合で、実務経験により主任技術者となれる者として監理技術者補佐を配置する場合に提出してください。

	工事施工実績調書
【工事】
	別紙２様式

ただし、「３．入札参加資格」において、施工実績を求めていない場合は提出不要です。

	施工実績を確認できる書類（写し）
【工事】
	コリンズ登録証

ただし、コリンズ登録証の内容で施工内容が確認できない場合、契約書、設計書、図面、特記仕様書等

「３．入札参加資格」において、施工実績を求めていない場合は提出不要です。

	契約（取引）実績調書
【業務】
	様式２
（添付書類）
○契約書等の写し（業務内容が確認できる仕様書等を含む）
又は
○契約（取引）実績に係る証明書　様式３

	最新の経営規模等評価結果通知書・
総合評定値通知書（写し）
【工事】
	必ず提出してください。

	社会保険等に関する誓約書
【工事】
	必ず提出してください。

	誓約書
【工事・業務】
	必ず提出してください。

	中間前金払と部分払との選択に係る
届出書
【工事】
	必ず提出してください。
開札日から起算して工期が４か月を越えない場合は提出不要です。

	維持管理業務年度内訳書
【業務】
	別紙１０

	低入札価格調査制度に係る調査資料
【工事】
	低入札価格調査基準価格未満の価格で入札を行った場合

※作成にあたっては、電子入札公告「４　低入札価格調査の「失格」となる基準について」を参照のこと。
※指定した日時までに、調査資料を提出しない者及び調査資料のすべてが整っていなかった者は失格となりますので、注意してください。

	「週休２日工事」取り組み形式確認書
【工事】
	（別紙様式１号）
「完全週休２日制工事」又は「週休２日制工事」を選択し、必ず提出してください。

	電子契約同意書兼メールアドレス確認書
【工事】【業務】
	別記様式
※提出がない場合は、事後審査時に電子契約に関する意向確認を実施します。


５．落札候補者の書類提出先
落札候補者は、「４．落札候補者の提出書類」を、発注事務所から落札候補者である旨の通知を受けた日の翌日（休日を除く。）の午後５時までに、下記提出先へ持参又は電子メールで提出してください。
なお、指定した日時までに提出しない者の入札は無効となりますので、注意してください。
	提出方法
	持参又は電子メール

	提出先
	大阪府　西大阪治水事務所
総務課
所在地：〒５５０－０００６　大阪市西区江之子島２丁目１－６４
電話番号：０６－６５４１－７７７１
メール：nishiosakachisui-g01@sbox.pref.osaka.lg.jp


入札参加資格登録をされている皆様へ
入札契約制度等に関するお知らせ
下記の書類について、リンク欄の表示をクリックし確認してください。
	配布書類
	リンク

	「電子契約システム」の開始について
	R７.１
	表示

	前金払の使途拡大にかかる契約書等の改正について
	R７.３
	表示

	予定価格に含まれる法定福利費概算額について
	R４.５
	表示

	予定価格算出基礎額の公表について
	R６.６
	表示

	大阪府発注の公共工事等からの暴力団排除の取組強化について
	R３.12
	表示

	大阪府暴力団排除条例に基づく公共工事等からの暴力団の排除に係る措置に関する規則における事業者からの「誓約書」の提出について
	R７.１
	表示

	労働関係法令の遵守
	R６.12
	表示

	大阪府発注の建設工事における建設事業者の社会保険加入促進について
	H25.8
	表示

	建設工事における社会保険等未加入対策の取組強化について
	H29.11
	表示

	特定建設業許可等の入札参加資格要件について
	R７.１
	表示

	府発注工事における電子マニフェスト使用の義務化について
	R４.12
	表示

	「公共工事設計労務単価」等の適用について
	R７.２
	表示

	同一入札における関係会社の参加制限について
	R７.１
	表示

	大阪府 都市整備部「週休2日工事」実施要領
	R６.６
	表示

	大阪府 都市整備部「工事における余裕期間制度」実施要領
	R６.４
	表示

	下請契約・資材調達等における府内業者への配慮について
	H20.11
	表示


※「休日」とは、大阪府の休日に関する条例（平成元年大阪府条例第２号）第２条第１項に規定する府の休日をいう。





【重　要】　


監理技術者又は主任技術者は、公共性のある工作物に関する重要な工事には、工事現場ごとに専任の者を配置する必要があります。


（建設業法第２６条第３項）


この場合、特定建設業又は一般建設業の許可要件である、「経営業務の管理責任者」の配置は認められません。


【重要な工事とは、契約金額 ４，５００万円以上（建築一式工事の場合は、９，０００万円以上）の工事です。】
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